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   Ｃ０９Ｄ 175/04     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ   5/02     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 183/14     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 171/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｇ  18/78     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  75/04     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   5/3492   (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   5/21     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   5/54     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  83/04     (2006.01)
   Ｄ０６Ｍ  15/564    (2006.01)
   Ｄ０６Ｍ  13/477    (2006.01)
   Ｄ０６Ｍ  15/643    (2006.01)
   Ｂ０５Ｄ   7/04     (2006.01)
   Ｂ０５Ｄ   7/24     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ  27/00     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ  27/40     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０９Ｄ 175/04    　　　　
   Ｃ０９Ｄ   5/02    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 183/14    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 171/00    　　　　
   Ｃ０８Ｇ  18/78    　　　Ｚ
   Ｃ０８Ｌ  75/04    　　　　
   Ｃ０８Ｋ   5/3492  　　　　
   Ｃ０８Ｋ   5/21    　　　　
   Ｃ０８Ｋ   5/54    　　　　
   Ｃ０８Ｌ  83/04    　　　　
   Ｄ０６Ｍ  15/564   　　　　
   Ｄ０６Ｍ  13/477   　　　　
   Ｄ０６Ｍ  15/643   　　　　
   Ｂ０５Ｄ   7/04    　　　　
   Ｂ０５Ｄ   7/24    ３０１Ｆ
   Ｂ０５Ｄ   7/24    ３０２Ｔ
   Ｂ０５Ｄ   7/24    ３０２Ｙ
   Ｂ３２Ｂ  27/00    １０１　
   Ｂ３２Ｂ  27/40    　　　　

【誤訳訂正書】
【提出日】平成26年2月4日(2014.2.4)
【誤訳訂正１】
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【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）少なくとも一種のポリウレタン、
　（Ｂ）少なくとも一種の一般式ＩａまたはＩｂの化合物：
【化１】

　［但し、式中、Ｒ１、Ｒ２及びＲ３は、同一であっても異なっていてもよく、
　Ａ１－ＮＣＯとＡ１－ＮＨ－ＣＯ－Ｘから選ばれ、式中
　Ａ１は、２～２０個の炭素原子を有するスペーサーであり、
　Ｘは、Ｏ（ＡＯ）ｘＲ４から選ばれ、
　ＡＯは、Ｃ２－Ｃ４－アルキレンオキシドであり、
　ｘは、１～５０の範囲の整数であり、また
　Ｒ４は、水素とＣ１－Ｃ３０－アルキルから選ばれる］、及び
　（Ｃ）少なくとも一種の反応性基を有するシリコーン化合物を含み、
　前記シリコーン化合物（Ｃ）が、分子あたり１～４個のアミノ基を有するシリコーン化
合物からなる群から選ばれることを特徴とする水性分散液。
【請求項２】
　前記式中、ＡＯが、エチレンオキシド及びプロピレンオキシドから選ばれる請求項１に
記載の水性分散液。
【請求項３】
　更に、（Ｄ）アミノ基もＣＯＯＨ基も有さない、少なくとも一種のポリジ－Ｃ１－Ｃ４

－アルキルシロキサンを含む請求項１又は２に記載の水性分散液。
【請求項４】
　前記式中、Ａ１が、フェニレン、トリレン、及びＣ２－Ｃ１２－アルキレンからなる群
から選ばれる請求項１～３のいずれか一項に記載の水性分散液。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の水性分散液を、多層シート状基材の製造のために
使用する方法。
【請求項６】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の水性分散液を用いることを特徴とする多層シート
状基材の製造方法。
【請求項７】
　第一の工程においてシリコーンからシート状物を製造し、
　第二の工程において前記シート状物に構造を与え、
　第三の工程において請求項１～４のいずれか一項に記載の水性分散液を前記第二の工程
の構造体に塗布し、
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　第四の工程において前記工程から得られた層をシート状基材上に転送することを特徴と
する請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　請求項６及び７のいずれか一項に記載の方法により製造されたことを特徴とする多層シ
ート状基材。
【請求項９】
　シート状基材が、プラスチックフィルム、皮革、合成皮革、織物、及びプラスチックを
含む成形物からなる群から選ばれる請求項８に記載の多層シート状基材。
【請求項１０】
　請求項８又は９に記載の多層シート状基材を、自動車内装部材、靴、織物又は家具部品
の製造のために使用する方法。
【請求項１１】
　請求項８又は９に記載の多層シート状基材を用いて製造されたことを特徴とする自動車
内装部品、靴、織物又は家具部品。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１０４
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１０４】
　ＩＩＩ．最上層用の水性製剤の調整
　（ＩＩＩ．１）本発明の水性製剤ＡＦ．１の調整
　以下のものを攪拌容器中で撹拌下に混合した。 
　７質量％の、質量比が１３：１０のヘキサメチレンジイソシアネート（ａ１．１）とイ
ソホロンジイソシアネート（ａ１．２）とをジイソシアネートとし、イソフタル酸とアジ
ピン酸と１，４－ジヒドロキシメチルシクロヘキサン（異性体混合物）とをモル比で１：
１：２で重縮合して得た分子量Ｍｗが８００ｇ／ｍｏｌのポリエステルジオール（ｂ１．
１）と５質量％の１，４－ブタンジオール（ｂ１．２）と３質量％のモノメチル化ポリエ
チレングリコール（ｃ．１）と３質量％のＨ２Ｎ－ＣＨ２ＣＨ２－ＮＨ－ＣＨ２ＣＨ２－
ＣＯＯＨとをジオールとして（いずれの場合もポリエステルジオール（ｂ１．１）に対す
る質量％）、合成した軟質ポリウレタン（Ａ１．１）の水性分散液（粒子径：１２５ｎｍ
、固体含量：４０％）（ただし、軟質ポリウレタン（Ａ１．１）の軟化点：６２℃、軟化
開始温度：５５℃、ショア硬度Ａ：５４）と；
　６５質量％の、イソホロンジイソシアネート（ａ１．２）と１，４－ブタンジオール（
ｂ１．２）とＨ２Ｎ－ＣＨ２ＣＨ２－ＮＨ－ＣＨ２ＣＨ２－ＣＯＯＨとを反応させて得た
硬質ポリウレタン（Ａ２．１）、（軟化点：１７０℃、ショア硬度Ａ：９０）の水性分散
液（粒子径：１５０ｎｍ）と；
　３．５質量％の化合物（β．１）の７０質量％溶液（プロピレンカーボネート中）、た
だしＮＣＯ含量：１２％と；
　２質量％のカーボンブラック。
【誤訳訂正３】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１０５
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１０５】
　水性製剤ＡＦ．１が得られた。
　注：化合物（Ｂ．１）は化合物（β．１）と同じである。
　（ＩＩＩ．２）本発明の水性製剤ＡＦ．２の調整
　以下のものを攪拌容器中で撹拌下に混合した。 
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　７質量％の、質量比が１３：１０のヘキサメチレンジイソシアネート（ａ１．１）とイ
ソホロンジイソシアネート（ａ１．２）とをジイソシアネートとし、イソフタル酸とアジ
ピン酸と１，４－ジヒドロキシメチルシクロヘキサン（異性体混合物）とをモル比で１：
１：２で重縮合して得た分子量Ｍｗが８００ｇ／ｍｏｌのポリエステルジオール（ｂ１．
１）と５質量％の１，４－ブタンジオール（ｂ１．２）と３質量％のモノメチル化ポリエ
チレングリコール（ｃ．１）と３質量％のＨ２Ｎ－ＣＨ２ＣＨ２－ＮＨ－ＣＨ２ＣＨ２－
ＣＯＯＨとをジオールとして（いずれの場合もポリエステルジオール（ｂ１．１）に対す
る質量％）、合成した軟質ポリウレタン（Ａ１．１）の水性分散液（粒子径：１２５ｎｍ
、固体含量：４０％）（ただし、軟質ポリウレタン（Ａ１．１）の軟化点：６２℃、軟化
開始温度：５５℃、ショア硬度Ａ：５４）と；
　６５質量％の、イソホロンジイソシアネート（ａ１．２）と、１，４－ブタンジオール
（ｂ１．２）と、１，１－ジメチロールプロピオン酸と、ヒドラジン水和物と分子量Ｍｗ
が４２００ｇ／ｍｏｌのポリプロピレングリコール（ｂ１．３）とを反応させて得た硬質
ポリウレタン（α２．２）の水性分散液（粒子径：１５０ｎｍ）、（なお、ポリウレタン
（α２．２）の軟化点：１９５℃、ショア硬度Ａ：９０）と；
　３．５質量％の化合物（β．１）の７０質量％溶液（プロピレンカーボネート中）、
ただし、ＮＣＯ含量：１２％と；
　２質量％のカーボンブラック。
【誤訳訂正４】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１０６
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１０６】
　得られた本発明の水性分散液ＡＦ．２の固体含量は３５％であり、ＤＩＮ－ＥＮ－ＩＳ
Ｏ２４３１（発効日：１９９６年５月）に記載の方法で求めた動粘度は、２３℃で２５秒
であった。
【誤訳訂正５】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１１４
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１１４】
　得られた本発明の水性分散液Ｄｉｓｐ．３の固体含量は３０％であり、ＤＩＮ－ＥＮ－
ＩＳＯ２４３１（発効日：１９９６年５月）に記載の方法で求めた動粘度は、２３℃で２
５秒であった。
【誤訳訂正６】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１１６
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１１６】
　得られた本発明の水性分散液Ｄｉｓｐ．４の固体含量は３０％であり、ＤＩＮ－ＥＮ－
ＩＳＯ２４３１（発効日：１９９６年５月）に記載の方法で求めた動粘度は、２３℃で２
５秒であった。
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